
教職員キャリアアッププログラム
事業

具体的な事業の成果

教職員派遣研修事業

　優れた資質能力を有する管理職及び中核的・指導的役割を担うリーダーを養成
するととともに、法定配置の有資格者を養成するため、独立行政法人教職員支援
機構主催の中央研修等に60人、宮城教育大学教職大学院及び東北大学大学院の指
定派遣研修に8人並びに派遣研修に21人、学校図書館司書教諭等講習に22人、福祉
系高等学校教員養成に3人、国際バカロレア大学院等研修派遣に1人派遣した。

教育職員免許法認定講習事務費

　特別支援学校教諭普通免許状を有しない者の当該二種免許状の取得、当該二種
免許状保有者の一種免許状取得を促進するとともに、小学校教諭・養護教諭・幼
稚園教諭二種免許状保有者の当該一種免許状取得、隣接校種免許状取得及び法附
則第17項に基づく栄養教諭普通免許状取得を支援するため、教育職員免許法認定
講習を１０講座（うち、特別支援学校教諭普通免許状取得のための講習８講座)を
開設し、延べ278人が単位を修得した。また、92人が認定講習で取得した単位を含
めて教員免許状を取得した。

指導力向上長期特別研修事業 実績なし

初任者研修事業費

　教育公務員特例法の規定に基づき、公立小学校、中学校、義務教育学校、高等
学校、中等教育学校、特別支援学校の新任教員に対し、実践的指導力と幅広い知
見を養うため、職務の遂行に必要な事項に関する実践的な研修を次のとおり実施
した。
○1年目教員：407名　校外研修14日、校内研修150時間程度
○2年目教員：422名　校外研修6日、校内研修(校内公開(研究授業)及び検討会)年
間2回以上
○3年目教員：422名　校外研修3日
　また、新任教員への指導教員として非常勤講師を３１４名配置した。

中堅教諭等資質向上研修事業費

　教育公務員特例法の規定に基づき、公立小学校、中学校、義務教育学校、高等
学校、中等教育学校、特別支援学校、幼稚園及び幼保連携型認定こども園の在職
が10年に達した教員に対し、学級担任・教科担任等としての経験をもとに授業力
と生徒指導力の専門性を発揮しながら、特に中堅教諭として学校を支える力の伸
長を図る上で必要とされる資質の向上を図るため、次のとおり研修を実施した。
○小学校教員：95名　校外研修8～11日、校内研修8日以上
○中学校教員：71名　校外研修8～11日、校内研修8日以上
○高等学校・特別支援学校教員：109名　校外研修8～11日、校内研修8日以上
○幼稚園・幼保連携型認定こども園教員：13名　園外研修8～11日、園内研修8日
以上

幼稚園等新規採用教員研修事業費

教育公務員特例法の規定に基づき、公立幼稚園、幼保連携型認定こども園及び特
別支援学校幼稚部の新任教員に対し、実践的指導力及び使命感を養うとともに、
幅広い知見を習得させ、幼稚園等の教育水準の維持向上を図るため、職務の遂行
に必要な事項に関する実践的な研修を次のとおり実施した。
○幼稚園・幼保連携型認定こども園教員：21名　園外研修 8日、園内研修10日程
度

産業人材養成教員研修事業費

　次のとおり工業等の専門教科担当教員を最先端の技術・技能を有する企業等へ
派遣又は講師を招へいするなどして、各産業分野の最新技術等を修得させること
により、実践的指導力を向上させ、専門高校等において産業人材の養成を図ると
ともに専門高校等と産業界との連携を深めた。
○派遣型研修：10人(4校)
　派遣企業数：8社(延べ17日)
○招へい型研修：13人(3校)
　招へい企業数：4社(延べ24日)

研修研究事業

○一般研修
　経験年数及び職能に応じた「基本研修」並びにその基盤の上に職務遂行上必要
な事項に関する「専門研修」及び「総合研修」を実施し、教職員の資質能力の向
上を図った。…研修会参加者数　7,791名
○長期研修（28名）
　地域や学校における教育研究の推進者として活躍が期待される教員の指導的資
質と力量の向上を図ることをねらいとして実施した。
①専門研究員（15名）
　１年間、本県の今日的な教育課題に応えるための実践的・先導的研究を所員と
協働で推進し、各学校・教育行政機関等に具体的な提言を行った。
②実践力向上研究（13名）
　年間通算20日、指定された日に来所し、授業づくりにかかわる課題の解決に向
けての実践的研究を行った。
○科学巡回指導訪問
　科学巡回車「なかよし号」で、県内の小学校を巡回し、児童の科学に対する興
味・関心を高めるとともに、訪問校の教員への講義、実習、演習を通して、児童
の問題解決の力を育成するための理科の授業づくりに関して支援した。また、理
科教育に関する相談、薬品の取扱・管理についての指導・支援を行った。巡回校
数16校
○教育活動の支援
　カリキュラム開発支援室において、教育資料や指導案等を提供し、学習指導等
の支援を行った。
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④ 実施の流れ 
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評価結果を議会へ報告 
（条例第１２条第１項） 

行政評価委員会 
（政策評価部会） 

において審議 
（条例第８条第１項） 

評価対象となる政策・施策・事業に
係る状況の把握 

○目標指標等の達成状況 
○県民意識 
○社会経済情勢 
○事業の実績及び成果等 

 

基本票（評価原案）・要旨の作成 
（条例第５条第１項） 

基本票・要旨の公表 
（条例第５条第２項） 

  諮 問 
政策・財政会議で決定 

県民意見聴取結果の公表 
（条例第９条第２項） 

答 申 

 
評価書・要旨の作成 

（条例第１０条第１項） 
評価書・要旨の公表 

（条例第１０条第２項） 

県民意見聴取結果の 
評価への反映状況の公表 
（条例第９条第３項） 

評価結果の反映状況 
説明書面・要旨の作成 

（条例第１１条第２項） 

評価結果の反映状況 
説明書面・要旨の公表 

（条例第１１条第２項） 

評価結果反映状況を 
議会へ報告 

（条例第１２条第２項） 

政策・財政会議で決定 

県民意見聴取 
（条例第９条第１項） 

政策・財政会議で決定 

評価結果の企画立案 
などへの活用・反映 
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⑥ 政策評価指標 
 
（１）定義等 
   県の政策に関し、当該政策を構成する施策を単位として、その長期的な目標を定量的又は

定性的に示す方法により設定した指標及びその目標値で、施策の成果を判断するための基準
となります。 

   
（２）設 定 
   「新・宮城の将来ビジョン」で定められた「目標指標」とし、令和６年度の目標値までの達

成状況を進捗度として把握、分析することで施策の成果を判断するためのデータとします。 
 
 【例】政策１ 全産業で、先進的取組と連携によって新しい価値をつくる 
    施策１ 産官学連携によるものづくり産業等の発展と研究開発拠点等の集積による新技術・新産 

業の創出 
 

目標指標の一例 初期値 目標値 

企業集積等による雇用機会の創出数
【累計】 

18,677人 
（令和2年度） 

25,250人 
（令和6年度） 

 

 

⑦ 評価結果の反映 
 
政策・財政会議等では、政策評価や施策評価をもとに「新・宮城の将来ビジョン」の進捗状況

等を把握し、今後の展開の方向性を検討するとともに、「実施計画」や組織体制の見直しを行いま
す。 
また、事業の分析で把握した課題等への対応方針は、実施方法の改善や予算編成等に反映させ

ます。 

   
 評価の反映フロー図 

 

 

 

※ 政策・財政会議：知事・副知事、部局長等により構成される、県の政策・財政に関する重要事項について審議する会議 




